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外国人介護人材の関連予算

事業名 事業内容（令和４年度） 交付先（令和４年度）

【外国人介護人材受入環境整備事業】（生活困窮者就労準備支援事業費等補助金）

介護技能評価試験等実施事業 特定技能１号外国人の送り出し国及び日本国内において、介護技能評価試験及び介護日本語評価試験を実施 プロメトリック株式会社

外国人介護人材受入促進事業
海外において日本の介護をＰＲし、就労を希望する特定技能１号外国人を確保することを目的に、現地説明会の開催
やWEB・SNSを利用した情報発信を実施

株式会社エスピー・リング東京

外国人介護人材受入支援事業
地域の介護施設等で就労する外国人介護人材の介護技能を向上するため、集合研修や研修講師の養成、外国人の技術
指導等を行う職員を対象にした研修等を実施

都道府県・指定都市・中核市
（民間団体へ委託可）

介護の日本語学習支援等事業
外国人介護人材が、介護の日本語学習を自律的に行うための環境整備を目的に、介護の日本語WEBコンテンツの開
発・運用や介護の日本語等に関する学習教材の作成、技能実習指導員を対象にした講習会の開催等を実施

公益社団法人日本介護福祉士会

外国人介護人材相談支援事業
外国人介護人材の介護業務の悩み等に関する相談支援の実施や、外国人介護職員の交流会の開催支援、特定技能外国
人の受入施設への巡回訪問等を実施

公益社団法人国際厚生事業団
（JICWELS）

【ＥＰＡ介護福祉士候補者への支援】（（※１）衛生関係指導者養成等委託費、（※２）生活困窮者就労準備支援事業費等補助金）

外国人介護福祉士候補者等受入支援
事業（※１）

就労前の「介護導入研修」や受入施設への巡回訪問、就労・研修に係る相談・助言等を実施
公益社団法人国際厚生事業団
（JICWELS）

外国人介護福祉士候補者学習支援事
業（※２）

就労・研修に必要な専門知識等を学ぶ集合研修、介護分野の専門知識に関する通信添削指導、資格を取得できず帰国
した者の母国での再チャレンジ支援等を実施

公益社団法人国際厚生事業団
（JICWELS）

外国人介護福祉士候補者受入施設学
習支援事業（※２）

受入施設が行う就労中の介護福祉士候補者の日本語学習や介護分野の専門的知識の学習、学習環境の整備、また、喀
痰吸引等研修の受講費用、研修を担当する者の活動に要する費用等を補助

都道府県（間接補助先：介護福
祉士候補者の受入施設）

【外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事業】（地域医療介護総合確保基金）

外国人留学生への奨学金の給付等に
係る支援事業

留学生に対して奨学金の給付等の支援を行う介護施設等に対し、当該支援に係る経費を助成
都道府県（団体委託可、市町村
への補助も可）

外国人留学生及び特定技能１号外国
人のマッチング支援事業

マッチング支援団体が送り出し国において特定技能就労希望者等に関する情報収集を行うとともに、現地（海外）で
の合同説明会の開催等のマッチング支援を実施

都道府県（団体委託可、市町村
への補助も可）

【外国人介護人材受入施設等環境整備事業】（地域医療介護総合確保基金）

外国人介護人材受入施設等環境整備
事業

日本人職員、外国人介護職員、利用者等の相互間のコミュニケーション支援、外国人介護人材の資格取得支援や生活
支援の体制強化、介護福祉士養成施設における留学生への教育・指導の質の向上に資する取組等に対する費用を助成

都道府県（市町村への補助も
可）
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令和４年度外国人介護人材受入環境整備事業

○ 在留資格「特定技能」の活用促進等により、今後増加が見込まれる外国人介護人材が国内の介護現場において円滑に就労・定着でき

るよう、以下のような取組を通じて、その受入環境の整備を推進する。

① 介護分野における特定技能１号外国人の送出しを行う国において、介護の技能水準を評価するための試験等を実施
② 地方の特定技能外国人の受入れを促進するための取組や海外への情報発信の取組を実施

③ 介護技能の向上のための研修等の実施に対する支援

④ 介護の日本語学習を自律的に行うための環境整備の推進に対する支援
⑤ 介護業務の悩み等に関する相談支援等を実施

【事業内容】

【令和３年度予算額】945,167千円 → 【令和４年度予算額】831,775千円【予算額】 （目）生活困窮者就労準備支援事業費等補助金

【補助率】 定額補助

【実施主体】 試験実施機関、都道府県（間接補助先：集合研修実施施設等） 等

国

①介護技能評価試験
等実施事業

・特定技能１号外国
人の送出し国にお
いて介護技能評価

試験等を実施

③外国人介護人材
受入支援事業

・地域の中核的な受
入施設等において、

介護技能向上のため
の集合研修等を実

施

④介護の日本語学習
支援等事業

・介護の日本語学習
を支援するための
WEBコンテンツの
開発・運用等を実

施

⑤外国人介護人材
相談支援事業

・介護業務の悩み等
に関する相談支援

等を実施

試験実施機関

都道府県・指定都市・中核市

民間団体
（公募により選定）

地域の中核的な受入施設等
（選定）

外国人介護人材が安心して日本の介護現場で就労・定着できる環境を整備

②外国人介護人材
受入促進事業

・海外から外国人介
護人材の受入れ促
進を図るための取

組を実施

民間団体
（公募により選定）
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本事業は、介護分野における１号特定技能外国人の送出し国において介護技能評価試験及び介護日本語評価試験を実
施するとともに、試験実施に必要な問題作成支援等を行うことを目的とする。

１．介護技能評価試験及び介護日本語評価試験の実施

➢試験方式
コンピューター・ベースド・テスティング（ＣＢＴ）方式

➢試験実施対象国
・国際交流基金日本語基礎テストを実施する予定の９か国(※)のうち当該テストの実施環境が整った国等および日本国内

※法務省「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（平成30年12月25日）に記載された国名は、

ベトナム、フィリピン、カンボジア、中国、インドネシア、タイ、ミャンマー、ネパール、モンゴル

※2022年３月までに、フィリピン、カンボジア、インドネシア、ネパール、モンゴル、ミャンマー、タイ、インド、

スリランカ、ウズベキスタンにおいて実施済み

２．試験実施に必要な業務の実施

➢試験実施対象国の試験会場の手配
➢試験実施環境（不正防止、試験監督体制等）の整備
➢カスタマーサービス、受験申込受付、試験結果通知の業務
➢試験問題の作成支援、試験問題の分析、試験問題ＣＢＴ化の業務 など

介護技能評価試験等実施事業
令和４年度予算

補助率 定額補助
実施主体 試験実施機関

試験実施状況
(2019年4月～2022年２月まで

の実績)

●受験者数 介護技能評価試験 44,532名 ／ 介護日本語評価試験 39,667名

●合格者数 介護技能評価試験 29,764名 ／ 介護日本語評価試験 31,341名
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本事業は、海外において日本の介護をＰＲすること等により、介護分野における１号特定技能外国人として日本の介
護現場において就労を希望する人材を確保することを目的とする。

１．現地説明会等を通じた情報発信

➢介護分野の特定技能外国人の送り出し国で現地説明会を開催し、介護の就労希望者等に対し、
日本の介護に関する情報(※)を広く提供する。
※例；日本語の介護の仕事内容、日本の介護の特徴（自立支援の考え方等）、

日本の介護現場で就労する外国人材の様子、日本で就労するために必要な情報の収集方法、
介護の日本語の学習方法、特定技能制度の概要、介護技能評価試験や介護日本語評価試験の概要 など

➢現地メディア等の広報媒体を利用して、介護の就労希望者等に対し、効果的な情報発信を行う。

２．WEBやSNSを利用した情報発信

➢外国人介護人材の受入促進を目的としたWEBサイトの開発・運用、SNSを利用した情報発信

外国人介護人材受入促進事業

◆令和２～３年度事業内容の一例◆

現地説明会
（オンライン）

WEBやSNSを
利用した情報発信

インドネシアでの実施例。この他、モンゴル・カンボジ
ア・ミャンマー・フィリピン・ネパールにて実施。

WEBサイト「Japan Care Worker Guide」を立ち上げ、介
護の仕事や日本の魅力などのコンテンツを掲載。

令和４年度予算

補助率 定額補助
実施主体 民間団体(公募による選定)
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海外に向けた日本の介護についてのＰＲ

外国人介護人材受入促進事業 Facebookファン約9万人

厚生労働省 令和3年度 外国人介護人材受入促進事業 ©Japan Care Worker Guide

外国人の目線で知りたい情報をまとめ
たコンテンツを掲載

●合計9言語対応（英語 インドネシア語 クメール語
ネパール語 ミャンマー語 モンゴル語 タイ語 ベトナム
語 日本語）

●各国出身の外国人インタビューに加え、外国人と一緒
に働く施設の日本人スタッフにもインタビュー。

●ライブセミナーは施設と中継で繋ぎ、実際に日本の介護
施設で働く外国人の方から参加者の質問に答えていただ
くなど、充実のプログラムを提供。

セミナー実施国 実施日時

インドネシア 令和３年10月27日（水）
モンゴル 令和３年10月30日（日）
ベトナム 令和３年11月10日（水）
フィリピン 令和３年11月27日（土）

タイ 令和３年12月20日（月）
スリランカ 令和４年１月11日（火）
カンボジア 令和４年１月21日（金）

https://japancwg.com/
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海外に向けた日本の介護についてのＰＲ

Japan Care Worker Guide 2021 Online Seminar

主催：Japan Care Worker Guide運営事務局

対象：各国在住の、日本での生活や就労に興味を持つ学生層など

新型コロナウイルス感染防止のため各国完全個人視聴でのオンライン開催

厚生労働省 令和3年度 外国人介護人材受入促進事業 ©Japan Care Worker Guide

https://japancwg.com/

インドネシア

モンゴル

ベトナム

フィリピン タイ

（実際の映像）
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○集合研修の実施等

➢都道府県、指定都市、中核市等が、技能実習生や１号特定技能外国人を対象に集合研修を実施。
※なお、技能実習生や１号特定技能外国人の受入状況や就労場所の地理的要因など各地域の実情に応じて、

集合研修以外（派遣講師による巡回訪問等）の方法で研修を実施することも可能
⇒ 新型コロナウィルス感染症対策等として、「オンライン研修」の実施も可能。

➢研修内容は、研修対象者が介護現場で円滑に就労・定着できるようにする観点から必要と考える内容とする。
例えば、「介護の基本」「コミュニケーション技術」「移動、食事、衣服の着脱、排泄及び入浴の介護」「文化の理解」
「介護の日本語」「認知症の理解」などが考えられるが、実施主体のそれぞれの実情に応じて検討できる。
なお、研修は座学のみならず演習を取り入れること。

➢また、必要に応じて、技能実習生や１号特定技能
外国人を対象に研修を行う研修講師の養成や、
当該外国人介護人材を雇用する介護施設等で技術
指導等を行う職員を対象にした研修を実施する
ことができる。 など

外国人介護人材受入支援事業

本事業は、介護職種における技能実習生及び介護分野における１号特定技能外国人の介護技能を向上するための集合
研修等を実施することにより、当該外国人介護人材が日本国内の介護現場において円滑に就労・定着できるようにする
ことを目的とする。

68.8%

50.8%

70.0%

47.1%

10.4%

12.5%

11.3%

30.6%

15.2%

27.1%

24.2%

1.5%

10.8%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本語能力向上に向けた学習支援体制が整備できない

介護福祉士取得に向けた学習支援体制が整備できない

生活面における支援体制が整備できない

介護技術面における支援体制が整備できない

施設内の職員の理解が得られない

利用者や家族の理解が得られない

法人の方針

受入れ後の効果が想像できない

受入れ方法がわからない

受入れ方法等に関する情報が少ない

日本人だけで十分な人数を確保できている

特に理由はない

その他

無回答 n=480

（出典）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「外国人介護人材の受入れに関するアンケート調査」（平成30年10月1日時点調査）

（平成30年度厚生労働省老人保健健康増進等事業）

➢外国人介護職員を受け入れない理由として受入れ側の支援体制が不十分である点が挙げられている

補助率 ：定額補助
実施主体：
直接補助 都道府県、指定都市、中核市（民間団体へ委託可）
間接補助 都道府県等が適当と認める民間団体等

令和４年度予算
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令和3年度 外国人介護人材受入支援事業の実施状況

【事業内容】

①集合研修等の実施 介護職種の技能実習生及び介護分野の特定技能外国人の介護技能を向上することを目的として集合研修を実施。

②受入施設等職員を対象にした研修の実施 外国人介護人材の受入施設における受入体制整備を目的として、職員を対象にした研修を実施。

③研修講師の養成研修の実施 ①又は②に基づき実施する研修の質の向上を目的として、研修講師を養成するための研修を実施。

④キャリアアップ支援事業の実施 ①に基づき実施する研修の受講者のうち、特に優秀な者に対してステップアップのための研修費用を助成。

● 各自治体における補助金協議の有無

※ 都道府県のほか、指定都市・中核市も事業実施主体になることができ、横浜市・川崎市・京都市・北九州市・福岡市・船橋市・久留米市が協議済。

自治体名 ①集合研修等
②受入施設等

職員研修

③研修講師

の養成研修

④キャリアアップ

支援事業
自治体名 ①集合研修等

②受入施設等

職員研修

③研修講師

の養成研修

④キャリアアップ

支援事業

北海道 ○ 滋賀県 ○ ○ ○

青森県 ○ 京都府 ○ ○

岩手県 大阪府 ○ ○

宮城県 ○ 兵庫県 ○

秋田県 奈良県

山形県 ○ 和歌山県 ○

福島県 鳥取県

茨城県 ○ 島根県

栃木県 ○ ○ ○ 岡山県 ○

群馬県 ○ 広島県

埼玉県 山口県

千葉県 徳島県

東京都 香川県 ○ ○

神奈川県 ○ 愛媛県 ○

新潟県 ○ 高知県 ○

富山県 ○ 福岡県 ○

石川県 佐賀県

福井県 長崎県 ○ ○

山梨県 ○ ○ 熊本県 ○

長野県 ○ ○ ○ 大分県 ○

岐阜県 宮崎県

静岡県 ○ ○ 鹿児島県 ○

愛知県 ○ 沖縄県 ○

三重県 ○ 計 30 5 2 4
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介護の日本語学習支援等事業

１．介護の日本語WEBコンテンツの開発・運用等

➢外国人介護人材が介護の日本語学習を自律的かつ計画的に行うことができるようにするためのWEBコンテンツの開発・運用等を行う。
➢WEBコンテンツの活用状況（学習進捗状況や学習時間等）を適切に管理し、学習効果の分析を行う。

２．学習教材の作成

➢外国人介護人材が介護現場において円滑に就労できるよう、介護の日本語等に関する学習教材を作成する。
また、教材は海外でも活用できるよう複数の国の言語に翻訳する。

３．外国人介護人材受入施設職員を対象にした講習会の実施

➢技能実習生を円滑に受入れることができるよう、技能実習指導員を対象にした講習会を開催する。
➢外国人介護人材の日本語学習を効果的に支援するための知識・技術を修得させるための講習会を開催する。 など

本事業は、外国人介護人材が、介護の日本語学習を自律的に行うための環境整備を推進するための支援等を行うこと
により、外国人介護人材が国内の介護現場において円滑に就労・定着できるようにすることを目的とする。

介護の日本語学習
WEBコンテンツ

◆過去の事業実績の一例（すべて無料で利用可能）◆

特定技能評価試験
学習テキスト

介護の日本語
テキスト

＊9言語に翻訳済み

補助率 定額補助
実施主体 民間団体(公募による選定

＊9言語に翻訳済み

外国人のための
介護福祉士国
家試験一問一

答

外国人のため
の介護福祉専
門用語集

＊9言語に翻訳済み ＊9言語に翻訳済み
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日本語学習Ｗｅｂコンテンツ
(国際介護人材支援Ｗｅｂサイト)

「にほんごをまなぼう」
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〇近年でのヴァージョンアップ機能

〇充実した学習教材

〇利用者・使用者の声（YouTubeインタビュー動画公開等）

敬英会グループ〔大阪〕（ベトナム）

立志グループ〔熊本〕

日本語学習Ｗｅｂコンテンツ
(国際介護人材支援Ｗｅｂサイト)

「にほんごをまなぼう」

（学）大阪滋慶学園 ［大阪］（ベトナム・インドネシア）

（学）田島学園［大阪］（ベトナム・フィリピン）

（社福）小田原福祉会［神奈川］（ネパール・インドネシア）

（社福）賛育会［東京］（カンボジア）

（社福）寿山会［東京］（ベトナム）

（社福）聖進會［千葉］（スリランカ・フィリピン）

（社福）明日栄会［埼玉］（ベトナム）

（社福）博光福祉会［大阪］※予定

（社福）北養会［茨城］※予定

・【事前テスト設置】N3レベルの学習に必要な習得レベルを確認する機能追加

・【ホーム画面導線簡略化】難易度・タグによるサイト内コンテンツ検索機能追加

・【新規カテゴリー】「日本語を学ぶ」「日本の介護を学ぶ」に加え、

「日本の介護を伝える」を追加し、介護及び日本語指導者向けコンテンツ搭載

・【簡易学習目標設定】短期集中コース／コツコツコースの自動設定追加

・【専門用語翻訳機能】介護福祉専門用語、翻訳機能(9言語対応)追加

・【デジタルインセンティブ機能】継続学習促進、ドロップアウト対策として、

学習目標、ログイン履歴と連動した「季節の花育成ゲーム」搭載

・【オペレーション言語変更】ホーム画面で操作言語選択（日本語、英語）可能

12



オンライン対応学習教材等の作成

〇外国人受入事業者等向け

映像教材の開発

〇オンライン研修マニュアルの作成

ウエブ会議サービスを利用した

オンライン研修運営マニュアル

ウエブ会議サービスを利用した

オンライン研修参加マニュアル

13



学習教材（外国人向け各種テキスト）の作成

英語 クメール語 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ語 ネパール語 モンゴル語

ビルマ語 ベトナム語 中国語 タイ語 日本語

介護の特定技能評価試験
学習テキスト

外国人のための
介護福祉専門用語集

外国人のための
介護福祉士国家試験
一問一答

厚生労働省ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_000117702.html

「にほんごをまなぼう（日本介護福祉士会）」：https://aft.kaigo-nihongo.jp/rpv/ 14

新たに「ウズベク語版」を追加予定



１．相談支援の実施

➢外国人介護人材の介護業務の悩み等に関する相談支援を実施するため、電話・メール・SNS等により、適切に助言及び情報提供等
ができる体制を整備。必要に応じて対面による支援を実施。

２．１号特定技能外国人の受入施設への巡回訪問

➢介護分野の１号特定技能外国人の受入施設への巡回訪問を実施し、当該外国人の雇用に関する状況や介護サービスの提供状況、当
該外国人への支援の状況等の受入実態を把握するとともに、必要に応じて当該外国人や受入施設職員等へ助言を行う。 など

３．その他の相談支援等

➢介護現場で就労中の外国人介護職員や介護に関心のある外国人を対象に、介護業務等に関する悩み相談や近隣地域で就労する外国
人介護人材の交流等の機会づくりの支援等を行う。

外国人介護人材相談支援事業

本事業は、外国人介護人材の介護業務の悩み等に関する相談支援を行うとともに、介護分野における１号特定技能外
国人の受入施設等への巡回訪問等を実施することにより、外国人介護人材が国内の介護現場において円滑に就労・定着
できるようにすることを目的とする。

◆令和２～３年度事業内容の一例◆

＊電話、メール、LINE、Facebook、複数言語対応可

無料相談・
サポート体制

制度説明、
相談・交流会
の開催状況

補助率 定額補助
実施主体 民間団体(公募による選定)

「交流会
の手引き」
の作成

令和４年度予算
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オンライン交流会の開催（202１年度）
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特定技能制度・受入に関する映像教材

〇制度説明 〇受入事例

https://jicwels.or.jp/fcw/seminar/2021

福岡県

兵庫県

17
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外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事業について
【地域医療介護総合確保基金のメニュー】

【目的】

介護福祉士の資格取得を目指す外国人
が、直接又は日本語学校を経由して介護

福祉士養成施設に留学するケースが増加
することが見込まれることから、当該留

学生に対して、留学生の就労予定先の介

護施設等が支援する奨学金に係る費用の
一部を助成する。

【事業内容】

留学生に対して奨学金の給付等の支援
を行う介護施設等に対して、当該支援に

係る経費を助成。

２．外国人留学生及び特定技能１号外国人のマッチング支援事業

【目的】
介護福祉士養成施設と養成施設の留学希
望者、また、介護施設等と特定技能による
就労希望者等とのマッチングを適切に行う
ための経費を助成することにより、留学希
望者や特定技能による就労希望者の円滑な
受入支援体制の構築を図る。

【事業内容】

① マッチング支援団体が、外国人介護人
材の送り出し国において留学希望者や
特定技能による就労希望者に関する情
報収集を行うとともに、マッチング対
象となる双方に必要な情報を提供する

② 現地（海外）での合同説明会の開催等
のマッチング支援を行う など

＜留学生の支援例＞

○１年目：日本語学校
学費：月５万円
居住費：月３万円

○２年目･３年目：介護福祉士養成施設
学費：月５万円
入学準備金：２０万円（初回に限る）
就職準備金：２０万円（最終回に限る）
国家試験受験対策費用：４万円（年額）
居住費：月３万円

補助率：１／３※

※受入介護施設等が留
学生に給付する奨学金
等の総額の１／３を補助

経費助成

受入介護施設等

１．外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事業

都
道
府
県
（
委
託
可
）

奨学金の
貸与・給付

留
学
生
（
日
本
語
学
校
・
養
成
施
設
）

留学・就労希望者等
※ベトナム、フィリピン、カ

ンボジア、中国、インド
ネシア、タイ、ミャンマー、
ネパール、モンゴル 等

・現地教育機関訪問
・候補者リストの作成
・候補者との面談
・ビデオレターの作成 等

①養成施設、介護施設等から
の情報収集

・受入れの意向の有無
・受入実績
・求める人材の確認
・特色あるカリキュラムや行事等の紹介
・施設のアピールポイント等の紹介
・ビデオレターの作成 等

①’養成施設、介護施設等から
の情報の提供

②’現地教育機関等からの情報の
提供

【送出国】 都道府県

③現地合同説明会等の開催
留学生候補者や特定技能入国希望者と、受入れを希望する日本の介護福祉士養成施設、
介護施設等の間でマッチングを行うため、現地で合同説明会等を開催する。

委
託

③現地合同説明会等のコーディネート
介護施設等

介護福祉士
養成施設

【日本】

協議体の設置など、
地域の関係団体
等と連携しながら
マッチングを実施

マッチング
支援団体

②現地教育機関等からの情報の
提供
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【事業目的】

○ 外国人介護人材の受入れを検討するにあたりコミュニケーションや文化・風習への配慮等に不安がある、また、外国人介護人材に学
習支援や生活支援ができる体制が不十分であるといった実態が介護施設等においてみられる。

○ こうした実態を踏まえ、本事業では、介護施設等の不安を和らげるとともに外国人介護人材が介護現場で円滑に就労・定着できるよ
うにするため、介護施設等において外国人介護人材を受け入れるための環境整備等にかかる費用の一部を助成する。

外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業
※地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）のメニュー

不安や抵抗感があ

る , 34.8%

不安や抵抗感が

ややある, 51.7%

特に不安や抵抗感は

ない, 9.0%

無回答, 4.5%

n=1,355

71.4%

69.1%

64.6%

47.1%

45.6%

45.3%

43.8%

42.4%

42.3%

39.8%

36.5%

30.5%

28.6%

27.2%

17.6%

2.3%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

利用者や家族との         

他の職員との         

文化･風習への配慮

受入れにかかる費用

職場への定着 勤務継続

組織への順応性･協調性

       の不調

        における     

信仰上の配慮

受け入れる際に必要な事務手続き

仕事に対する姿勢

対応事項について全般的にわからない

介護技術の水準

食生活への配慮

関係機関との連携

その他

わからない
n=1,355

コミュニケーション支援

（出典）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「外国人介護人材の受入れに関するアンケート調査」（平成30年10月1日時点調査）

（平成30年度厚生労働省老人保健健康増進等事業）

外国人介護職員を受け入れることへの不安や抵抗感＜外国人介護職員を受け入れたことがない施設＞

日本人職員、外国人介護職員、介護サービス利用者等の
相互間のコミュニケーション支援に資する取組

➢介護業務に必要な多言語翻訳機の導入に
かかる経費

➢多文化理解など外国人職員と円滑に働く
ための知識を習得するための講習会への
参加等にかかる経費 など

資格取得支援・生活支援
外国人介護人材の資格取得支援や生活支援の

体制強化に資する取組

➢介護福祉士資格取得を目指す外国人介護
職員に対する学習支援にかかる経費

➢外国人介護職員の生活支援、メンタルヘルス
ケアにかかる経費 など

教員の質の向上支援
介護福祉士養成施設における留学生への

教育・指導の質の向上に資する取組

➢留学生に適切な教育・指導を行うための教員の
質の向上に資する研修等にかかる経費 など
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令和3年度 地域医療介護総合確保基金 外国人介護人材関連事業の実施状況

【事業内容】
①外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事業

⇒ (1) 介護施設等が介護福祉士養成施設の留学生に対して給付等する奨学金等の一部を助成する。
(2) 外国人介護人材の送り出し国において留学希望者や特定技能就労希望者に関する情報収集等を行い、円滑な受入支援体制を構築する。

②外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業
⇒ (1) 介護施設等において、外国人介護人材が円滑に就労・定着できるよう支援する。

(2) 介護福祉士養成施設において、留学生に対する教育の質の向上に資する取組を行う。

③将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事業（うち留学生に対する課外授業部分）
⇒ 介護福祉士養成課程のカリキュラム外の取組として、留学生に対する日本語学習等の課外授業の実施に必要な経費に対して助成する。

● 各自治体における実施状況（2021年度予算計上状況）※令和４年１月 福祉人材確保対策室調べ
③将来の介護サービス

を支える若年世代の

参入促進事業

③将来の介護サービス

を支える若年世代の

参入促進事業

奨学金 マッチング
コミュニケー

ション促進
資格取得 生活支援 養成施設

留学生への

課外授業
奨学金 マッチング

コミュニケー

ション促進
資格取得 生活支援 養成施設

留学生への

課外授業

北海道 ○ 滋賀県 ○ ○ ○

青森県 京都府

岩手県 ○ 大阪府 ○

宮城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 兵庫県 ○ ○ ○

秋田県 ○ ○ ○ 奈良県 ○ ○ ○ ○ ○

山形県 ○ ○ ○ ○ 和歌山県

福島県 ○ ○ 鳥取県 ○ ○ ○ ○ ○

茨城県 ○ 島根県 ○ ○ ○

栃木県 岡山県 ○ ○ ○

群馬県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 広島県 ○

埼玉県 ○ ○ ○ 山口県 ○

千葉県 ○ ○ 徳島県 ○

東京都 ○ ○ 香川県 ○

神奈川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 愛媛県 ○ ○ ○ ○

新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ 高知県 ○ ○ ○ ○

富山県 ○ ○ 福岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

石川県 ○ 佐賀県 ○ ○ ○

福井県 長崎県 ○ ○

山梨県 熊本県 ○

長野県 ○ ○ 大分県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

岐阜県 ○ ○ ○ 宮崎県 ○ ○ ○ ○ ○

静岡県 ○ 鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

愛知県 ○ ○ ○ ○ ○ 沖縄県 ○

三重県 ○ ○ 計 31 16 21 16 14 9 17

②外国人介護人材

受入れ施設等環境整備事業

①外国人留学生及び

特定技能１号外国人の

受入環境整備事業自治体名 自治体名

①外国人留学生及び

特定技能１号外国人の

受入環境整備事業

②外国人介護人材

受入れ施設等環境整備事業
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○ 県内では介護職員の慢性的な不足の解消が喫緊の課題であり、外国人介護人材の受入れ支援に取り組んで
きた結果、県内で働く外国人介護職員数は年々増加している。

○ 外国人介護職員に対するアンケート等から、職場で働く上で、様々な課題があることを把握した。
（異国で働く不安、孤立感、言語・文化の違い→ これらの問題をなかなか相談しづらい状況。）

○ 本県で安心して長く働き続けられるため、本人が抱える不安・悩みに対するサポート環境整備が必要と判断。
○ 地域医療介護総合確保基金を活用して実施。

１ 巡回相談
① 相談員が介護事業所を訪問
② 外国人職員本人から仕事及び生活上の不安や悩みの聞き取り
③ ②を受けて必要なアドバイスを行う
令和２年度 巡回相談 50回

２ 研修交流会
同じ国籍の職員を集め、仲間づくりができる研修交流会を開催。
（テーマ例：日本の介護に関する現状、文化及び生活習慣等への理解を深める）
令和２年度 実施回数 14回、参加者延べ104人（対象国：フィリピン、ベトナム、インドネシア、中国、ミャンマー）

事業概要（経緯・目的・内容）

事業内容

○職場定着率（R3.10月末現在） 98％

○研修交流会参加者アンケート結果
・もっと日本語や介護の勉強を頑張りたい。
・講師のベトナム語の通訳が分かりやすかった。
・交流会により気分がリフレッシュされた。
・同じ国の友達と色々話せて楽しかった。

事業実績・成果

【静岡県】外国人介護人材サポートセンター事業①

○巡回相談においては、母国語で対応できることに加え、

職員本人が安心して相談できる信頼関係の構築・相談

体制の強化を図る必要がある。
○研修交流会に参加した職員を継続的に支援できるよう、
事業所に対するフィードバック方法を検討する。

今後の課題

研修交流会の様子
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【静岡県】外国人介護人材サポートセンター事業②
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○ 国における技能実習制度や在留資格「特定技能」等の制度拡充に合せて、平成31年度に学識経験者、介護サービス利用者及び福祉関係団

体による「外国人介護人材受入れに係る検討会」（以下、「検討会」という。）を立上げ、外国人介護人材に係る情報共有や施策の方向性につい
て協議を実施。【基金事業】

○ 検討会では、「技能実習に係る監理団体の情報が乏しく信用性に欠ける」、「介護の質を担保するためにも介護技術・日本語の教育支援が必
要」、「外国人介護人材が安心して働けるよう生活環境を整備するべき」等の意見が出され、令和２年６月に「京都府外国人介護人材支援セン
ター」（以下「センター」という。）を開設。【基金事業】

○ センターでは、外国人介護人材及び受入れ事業所を対象とした相談窓口の設置、介護技術・日本語能力の向上に係る研修会の実施及び外
国人介護人材に係る情報の収集・発信等を実施。【基金事業・国庫補助事業】

事業概要（経緯・目的・内容）

事業スキーム

○ 令和２年６月にセンター開設。相談窓口設置。
○ 外国人介護職員向け研修（介護技術・日本語能力）

２箇所延べ４回、外国人39人・指導職員20人参加（R3)
○ 指導者向け研修

２箇所延べ２回、指導職員17人参加（R3)
○ 定住外国人向け介護の入門講座 10人参加（R3)

事業実績・成果

【京都府】京都府外国人介護人材支援センター①

事業所アンケートや検討会での意見から以下の課題があげられている。
○ 外国人受入に関心があっても受入手続きがわからない事業所が一定数存在。

→受入制度や受入事例、監理団体に関する情報等センターの情報収集・ 発信力の
強化が必要。

○ 介護や日本語能力の向上の他、住居確保等の生活支援を課題とする事業所が多い。
→市町村や関係団体と連携し地域での受入を進めることが必要。

○ 小規模な法人や障害分野の事業所で外国人材を受け入れる仕組みの検討が必要。

今後の課題

センター運営
（京都府社協へ委託）

京都府・検討会（年２回）

施策検討
（外国人材・事業者向け取組）

取組状況の報告
・相談支援
・介護技術・日本語研修
・指導職員向け研修
・外国人材交流会
・外国人向け介護の入門講座

・アンケート調査
・広報誌の発行
・受入れ制度説明会

連絡会議（年４回）
関係団体、職能団体等が参集し、意見を
交わす人材確保に係るプラットフォーム

事業
実施

情報共有

検討結果を反映
外国人材、介護・福祉事業者

（情報収集・発信）
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【京都府】京都府外国人介護人材支援センター②
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○ 受入支援セミナー
外国人材の受入を検討している事業者等を対象に，制度理解促進や事例共有等を目的としたセミナーを開催【基金事

業】
○ 受入ガイドブック

県内の受入れ事例（11事業所）や，仕事面・生活面・言語面での支援など，
外国人介護人材受入れのためのノウハウをまとめたガイドブックを作成【基金事業】

事業概要（経緯・目的・内容）

事業スキーム

○ 令和２年度事業実績
・ セミナー参加者数･･･216名
・ ガイドブック配布・・・1,600部

事業実績・成果

【広島県】外国人介護人材受入支援事業

○ 事業所の受入れ段階に応じた支援
（検討段階，受入初期，受入中，等）

○ 県内で就労する外国人材の支援
○ 介護福祉士を目指す外国人材の学習支援

今後の課題

広島県

外国人介護人材受入事業者ガイドブック作成監修委員会
推進委員，介護福祉士養成校等で構成

外国人介護人材活用適正化推進委員会

一般社団法人広島県医療福祉人材協会 委託

連携

監理団体・登録支援機関事例共有

事例共有

事例共有

受入支援セミナー

受入ガイドブック

県老施連，広島市老施連等で構成
県はオブザーバーとして参加
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⃝ 慢性的に人材が不足している介護現場に、医療や看護の知識を有する即戦力の外国人介護人材を、継続的に
送り込む枠組みを構築するため、産・官・学が連携し、外国人介護人材の受け入れ・教育・定着を行うスキームを
構築する。

⃝ 具体的には、東南アジアを念頭に海外の医療・看護系の教育機関と連携し、そこで学ぶ学生を介護人材候補
生として市内大学にて短期留学で受け入れる。候補生には、大学での日本語学習と、社会福祉法人の運営する
介護施設での実習を組み合わせたカリキュラムを提供し、人材の育成を図り、最終的には候補生が在留資格「特
定技能１号（介護）」を取得し、神戸市内の介護施設に就労することができるよう支援する。

事業概要（経緯・目的・内容）

事業スキーム

○ 令和４年度以降に実質的な受け入れを
開始予定。

事業実績・成果

【神戸市】医療・看護知識を有する外国人介護福祉士育成プログラム

⃝新型コロナウイルス感染症への対応（入国制限等により、
当初の事業スケジュールから、変更を余儀なくされる）

⃝海外提携校の拡大等

今後の課題

市内大学

社会福祉法人
（介護施設）

神戸市

海外提携校
（医療・看護系教育機関）

連携協定

連携協定

候補生選定

留
学

介護知
識・実習

特定技能資格取得・
市内就労を目指す

日本語教育
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〇 新しい介護職の働き方や働く環境づくりを応援する「神戸市の福祉応援プロジェクト『コウベdeカイゴ』」の一環として実施

○ 介護人材確保と定着に資するため、在留資格「技能実習」及び「特定技能」で在留する外国人（以下「技能実習生等」という）に関
して、市内の介護保険施設及び介護サービス事業所が負担する以下の経費を補助

①雇用契約日から12か月間の日本語学習にかかる経費
②介護福祉士国家資格試験受験年度に、資格取得のための学習に係る費用
③技能実習生等が日本語学習等を行う間、必要となる代替職員の確保に係る経費

〇 地域医療介護総合確保基金を活用

事業概要（経緯・目的・内容）

事業スキーム

＜令和3年度実績＞

① 日本語学習支援…９事業所（35名）
②③ 申請無

事業実績・成果

【神戸市】介護職種外国人技能実習生等日本語学習等支援事業

○ 市内施設及び事業所向けにさらなる周知を図っていくことで、当事業
の申請（活用）件数を増やしていく。

○ 送り出しの対象国にもアピールをするため、市の外国人向けのホー
ムページに掲載する等してさらなる周知を図っていく。

今後の課題

神戸市
介護保険施設 外国人介護職員

学習経費支援
補助率（2/3）

交付申請

①②について
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介護人材確保が喫緊の課題となっている中、本市とダナン市が締結した「友好協力関係構築に関する覚書」に基づき、介護分野に
おける技能実習生の受け入れを推進。ダナン市との介護人材確保に係るコーディネート業務を委託により実施した。

１ 令和元年度にダナン市を訪問し、介護人材の送り出しについて協力していくことの確認を行った。
２ ダナン市の協力を得て、ダナン市内３つの大学で求人募集のポスターを掲示、またFacebookでもPR動画を発信する等の周知を
行った。

３ 新型コロナウイルス感染症の影響により令和２年２月に予定していたダナン市現地での面接会の開催が叶わなかったため、令和
３年１月にリモートでダナン市と木更津市の各会場を繋ぎ面接会を実施。

４ 面接会には、木更津市内に所在する２つの介護事業者と、９名の就労希望者が参加。

事業概要（経緯・目的・内容）

事業スキーム

○ 令和２年度の事業実績については、
・ 面接会への参加事業者･･･２事業者
・ 面接により採用が決まった人数・・・４名

（各事業者２名ずつ）

事業実績・成果

【木更津市】海外介護人材面接会

○ 本事業を今後も継続する場合、行政の関わり方について検討が必
要。

○ 今後さらなる外国人介護人材の定着に向け、採用した事業所や技
能実習生に対してどのようなサポートができるか検討が必要。（日本語
学習や生活面での補助など。）

今後の課題

木更津市 ダナン市

木更津市
・

市内介護事業者

ダナン市内
市役所・大学・婦人会等

友好協力関係構築に関する覚書

訪越

就労希望者
リモート面接会

業務委託内容
・ 訪越時の訪問先との調整
・ ベトナムにおける送り出し機関及び日本にお
ける監理団体の調整・手配。

・ 現地での求人募集
・ リモート面接会の調整、手配

業務委託
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